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経理財務部門を取り巻く環境
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経理財務部門を取り巻く環境(1)

経理財務
部門を
取り巻く
環境

▶ 近年の経済において
は、企業に対してこれ
まで経験したことのな
いほどのプレッシャー
がかけられています。
▶ 経済危機のピーク時に
は、全企業の4分の3
がただ生き残っていく
ための方法に注力して
いました。
▶ 現在、経済危機のピー
クは過ぎ去ったと考え
られているものの、依
然として経済状況は混
沌としています。
▶ このような状況におい
て、企業は再び成長す
るために再度その関
心を新しい市場機会の
探求に向けています。

経理財務部門を取り巻く環境(1)経理財務部門を取り巻く環境(1)

競争激化による事業の選別

► 選択的な買収の機会

► 不採算事業からの撤退

景気後退による売上減少

► コスト削減の必要性
►投資のための支出に関する優先順位付
けの必要性

►事業の意思決定がもたらす影響の増大

売上維持の
ための方法
の模索

► 代替的な企
業戦略を策
定する必要
性

► 変化に対す
る感度を高
める必要性

行政の役割
の拡大

► 事業の透明
性及びディ
スクロージ
ャーに対す
る需要の高
まり

► 効果的なリ
スクマネジ
メントを実践
する必要性

経理財務部門を
取り巻く
環境
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明らかにされた重大な弱点

• (内部的および外部的な)事業の透明性の欠如
• 事業の反応速度に影響を及ぼす、硬直的であり統合されていないシステ
ムおよびプロセス

• 重要な事業情報の提供要求に対する長いタイムラグおよびデータのギャッ
プ

• 誤ったリソースへの投資や誤った評価指標への着目
• 有効でない、あるいは整合性の欠けた統制
• 経理財務部門の活動において変動費を区別し、事業規模の縮小に合わせ
てコストを減少させることができない

• 柔軟性がないアウトソーシングの編成
• 事業リスクや機会に関する限定的な洞察や予測
• プロフェッショナルのために体系化された経理財務関連トレーニングの欠
如

• 困難な時期において事業に貢献できる優れたスキルを有する人材の不足

売上維持
のための
方法の模索

行政の
役割の
拡大

景気後退による
売上減少

競争激化による
事業の選別

経理財務部門を取り巻く環境(2)

経理財務
部門を
取り巻く
環境

▶ 企業が直面している課
題は経理財務部門の
多くの弱点を明らかに
します。
▶ これらの弱点は、課題
解決のための組織能
力を低下させる可能性
がありますが、経理財
務部門を改善させるた
めの潜在的な機会を
示すものでもあります。

* 参考 ： グローバルビジネスの傾向調査
「CFO マガジン」2009年5月号

経理財務部門を取り巻く環境(2)経理財務部門を取り巻く環境(2)



経理財務部門変革の取り組み
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Strengthen overall Finance capabilities 
Improve use of IT systems to 
support the Finance function 

Improve alignment of Finance function 
efforts to overall business objectives 

Improve planning, budgeting and forecasting

Improve compliance and risk management
Improve financial metrics and 

performance measurement

Change financial organizational structure
Increase involvement in enterprise

cost reduction efforts

We will not be making any changes

Increase staffing levels

Improve and/or standardize financial processes 
(e.g., procurement to payables, close)

Improve financial and management reporting

Decrease staffing levels

Increase use of Finance shared service centers

2%

10%

21%

27%

40%

41%

63%

67%

71%

71%

73%

80%

81%

81%
経理財務部門の能力全体の強化

経理財務部門をサポートするITシステム使用状況の改善

経営目的全体に整合するように経理財務部門の取組を改善

計画策定、予算編成および予測の改善

法令準拠性およびリスク管理の改善

財務的な評価指標および業績測定の改善

財務プロセスの改善・標準化 (調達～支払、決算など)

財務報告および管理報告の改善

経理財務部門の組織構造の変革

全社的なコスト削減の取り組みに対する関与割合の増加

経理財務部門のシェアードサービスセンターの利用向上

スタッフ人員の増加

スタッフ人員の減少

変革の予定なし

► アーンスト・アンド・ヤングが262人のCFOに対して実施した調査によれば、98%のCFOが「経理財務部門の
業務に改善の余地が存在する」ことに同意しました。

► 「より少ないリソースでより多くの成果を」というプレッシャーの急速な高まりに応えて、CFOは経理財務機能
の変革の必要性を強く認識しています。

経理財務部門変革の取り組み

出典 : アーンスト・アンド・ヤングのエコノミックイン
テリジェンス部門が実施した2009年の1月と6
月に実施した調査



将来の経理財務部門
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将来の経理財務部門における機能の構成

企業が価値創出の機会を識別するにあ
たって、経理財務部門は支援している
か？

企業が事業の価値を提供するにあたって、
経理財務部門は完全な業務遂行を通じて
支援しているか？

経理財務部門は効率的かつ効果的に業
務を遂行しているか？

効率的かつ効果的に
業務を遂行する

業績の管理

価値創出機会
の識別

企業の価値創出サイクル企業の価値創出サイクル
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経理財務部門は企業内における機能の比重を変化させる必要があります。従来からの必須の機能はより効率化を進め、ビジネ
ス・パートナーとしての機能を強化することが求められます。これは、アーンスト・アンド・ヤングがグローバル・レベルで近年実施
したCFOに対する調査からも明らかとなっています。

経理財務部門における
機能の比重の変化の必要性

機能の比重の変化を実現するためには、財務のオペレーティング・モデルを再考することが必須となります。

過去
実績

将来
予測

会計スキル

従来の
フォーカス分野

コメンテーター

►コメンテーターとしての経理財務部門
►数値と差異分析に基づいて、企業活動の結
果を説明する

►企業は経理財務部門による意思決定サポー
トに価値を認めており、経理財務部門に対し
ては必要に応じてサポートやコメントを要求す
る

ビジネス・パートナー

帳簿管理者

►帳簿管理を中心とする役割
►経理財務部門の活動は、日々の取引の処理
や月次決算の実施に費やされている

►内向き志向のカルチャー

資産管理者

►優れたガバナンスの構築を中心とする役割
►コンプライアンス状況の監視、統制の有効性
の管理を通じて企業に貢献する

►資産の保全および企業価値の保護
►企業活動における良識の維持

今後の
フォーカス分野

ビジネススキ
ル

►企業アドバイザーであり、企業活動における
全体的な意見の取りまとめ役として行動する

►企業活動に関する洞察および強固な取り組
みを提示し、経済的な意思決定をサポートす
る

►企業価値に影響を与える財務要因について
主導権を持ち、積極的に管理している
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望まれる経理財務部門における機能の比重

現状の経理財務部門の活動
は、4つの役割に均等に割り
当てられています。

資産管理者
25%

コメンテーター
24%

ビジネス・パートナー
24%

帳簿管理者
25%

資産管理者
25%

帳簿管理者
17%

ビジネス・パートナー
35%

コメンテーター
23%

CFOは帳簿管理者としての
比重を減らして、ビジネス・
パートナーの比重を高める
べきであると感じています。

意思決定のサポート
► 戦略的計画と方向付け

► 買収と売却

► マーケティングに関する投資の評
価

► 戦略的なブランド分析

► 新製品の開発と分析

► 流通戦略

► 移転価格

► 顧客別/チャネル別の収益性分析

：

統制
► 資金管理

► 税務計画

► リスク管理

► 内部監査/内部統制

► 制度/法令へのコンプライアンス

► ガバナンスのコンプライアンス

► 会計方針

► プロジェクト管理/保証

：

報告
► 月次/四半期ベースの報告
► 年次ベースの予算策定と業績予
測

► 販売計画および業務計画

► 設備投資の評価

► 調達活動の評価

► クロスアセットのベンチマーキング

► KPIの報告と分析
► キャッシュ管理/運転資本管理
► プロセス管理

：

取引の処理
► 買掛金/売掛金の処理

► 経費処理

► 固定資産管理

► 決算業務

► プロジェクト会計

：

< 現状 >

< 理想 >

出典 : アーンスト・アンド・ヤングのエコノミックインテ
リジェンス部門が実施した2009年の1月と6月
に実施した調査
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コスト削減とより付加価値の高いプロセスとの両立

この変革を達成するためには、経理財務部門は上記に示した4つの主要プロセスについて、自部門を整理し再構築す
る必要があります。

財務オペレーティング・モデルの再設計プロセスにおける主たる課題は、経理財務機能に係る全体コストを維
持または削減すると同時に、より付加価値のあるプロセスの実現にリソースを投入する事です。

財務プロセス構造の変革と同時に、
経理財務部門のコストを削減する

事業活動の”価値”
-付加または保護

意思決定サポート
►計画策定、予算編成および予測の実施
►コスト管理および収益性分析の実施
►財務パフォーマンスの評価と管理
►資本管理

統制
►内部統制の管理

►資金管理

►税務管理

報告
►方針と手続の管理

►製品別会計、および一般会計の実践

►報告の実施

取引処理
►買掛金プロセス

►経費支払プロセス

►給与プロセス

►収益会計プロセス

将来は?
(<0.75%)

財務部門のコ
スト削減

従来のコスト比率
総売上に対する経理財務部門のコスト

現在
(1 – 2%)
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財務プロセス変更による経理財務部門の
コスト削減効果

財務プロセスの
分類

プロセスの
定常化レベル

実現する
一般的な変化* 手法

取引処理 高 25-40%コスト削減 積極的なグローバリゼーション－ シェアードサービ
スおよびアウトソーシングの活用

報告 中 10-20%コスト削減 報告プロセスおよびシステムの合理化

記録から報告までのプロセスにおけるシェアードサー
ビスの利用の拡大

統制 中/低 10-20%コスト増加 グローバル・レベルの統制フレームワークをサポート
するための人材とツールへの投資

意思決定サポート 低 50-100%コスト増加 付加価値のある財務活動によって事業分野をサポー
トするためのリソースへの投資

*示されている効果は、一般的な成熟度レベルおよび標準化の範囲に基づきます。達成される効果は、個々の企業の経営環境によって異なります。

定常化したプロセスを分担し効率化することによって、大幅なコスト削減が可能となります。
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意思決定サポートに関する
リーディング・プラクティス

事業分野に対して提供される、意思決定をサポートするための財務的な助
言やサポート。これは、”ビジネスパートナープロセス“として知られている。

活動の定義

► 財務オペレーションよりも、付加価値のある活動にフォーカスする。
► 標準的報告を基礎として、財務および非財務データを分析し解釈する。
► 各事業部門で必要とされるカスタマイズされた経営情報および報告書を
定義する。

► 各事業分野の計画、予算策定、および予測を推進する。
► 事業上の重要な意思決定に参画し、事業戦略の適正評価について責任
を負う。

► 本部が設定した業務方針（価格設定の方針、投資検討書の策定方針な
ど）に準拠するように、財務上の統制およびリスク管理に係る活動を指導
する。

► 事業主導の企業展開の取り組みについて助言する。また、投資検討書
の策定や効果の実現に積極的に関与する。

一般的な活動

リーディング・プラクティス

人材と組織
► ビジネス・パートナーとしての財務部門の役割が明確である。
► 事業部門と財務部長（CFO）への二重の報告ラインを規定している。こ
れによって、両者へのサポートを提供するだけではなく、両者それぞ
れが取り組みを進めることができる。

► 経理財務部門のスタッフは、分析や業務に関して適切なスキルを有し
ている。

方針とプロセス
► 財務チームは、経営情報の作成を含む定常プロセスから解放されて
いる。

► 定常的な計画および報告のプロセスは、シェアードサービスセンター
（SSC）へ移管している。

データとテクノロジー
► 事業上の意思決定をサポートするための適切なデータと経営情報を
提供している。

► 随時要求される報告とシナリオ分析をサポートするための適切なツー
ルを活用している。

► 組織構造（事業部門、事業分野、財務部門、コスト・センターなど）が情
報システムに反映されている。

一般的な改善手段

► 役割、責任、および報告ラインを明らかにする。

► ビジネス・パートナーおよび経理財務部門スタッフのスキルを向上さ
せる。

► ビジネス・パートナーを定常プロセスから解放する。

► 決算プロセスの簡素化・迅速化を図る。

► データおよび報告へのアクセスを改善する。
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統制活動に関するリーディング・プラクティス

事業における財務上および報告上のリスクを管理するための財務統制フ
レームワークの定義、適用、およびガバナンス。

活動の定義

► 財務方針を定義する。
► ガバナンス・プロセスを定義し実行する。
► 財務統制フレームワークを定義する。
► 法令が求める統制要件の遵守状況をモニタリングする。
► リスク管理部門と連携する。
► 財務に関連する全社的な統制を決定する。
► 財務プロセスのリスク管理をサポートする統制を実施する。
► 統制に関する独立的なテストを実施する。
► 統制の運用状況および結果をモニタリングする。
► 統制違反を報告する。
► 報告/展開プロセスを確立する。
► 勘定科目の照合およびモニタリングを実施する。
► 財務統制の改善を実施する。

一般的な活動

リーディング・プラクティス

人材と組織
► 事業上の統制に係る責任が明確である。

► リスク・ベースの内部統制に関するトレーニングを行い、意識を高めて
いる。

► 帳簿管理の責任者が正式に割り当てられている。
方針とプロセス
► 統制活動がプロセス内に組み込まれている。
► 独立した立場から、証拠ベースでのテストを実施する。
► 統制活動のモニタリングと展開を実施する。
データとテクノロジー
► 統制活動のモニタリングを促進するためにITツールを活用する。
► 財務プロセスをサポートする内部統制がアプリケーションに組み込ま
れている(IT統制)。

► 承認プロセスを自動化している。
パフォーマンス管理
► 財務統制活動に関するパフォーマンス評価指標が定義されている。

一般的な改善手段

► まだ法令によって統制が要求されていない分野において正式なプロ
セス定義する。

► 統制に係る役割と責任を明確にする。

► 財務統制に係るプロセスとガバナンスを定義する。

► モニタリング、展開、および結果の可視性を改善する。
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報告活動に関するリーディング・プラクティス

経営管理および法令のための報告の実施。データ収集および製品別会計/
報告を含め、記録から報告までのプロセス全体を網羅する。

活動の定義

► ソース・システムより、取引/顧客/会計データを入手する。
► 事業部門レベルおよび法的主体レベルで補助元帳および総勘定元帳を
作成する。

► 法的主体および各事業分野の財務データを収集する。
► データの有効性を検証するために、分析的レビューを実施する。

► 補助元帳レベル、事業部門レベル、会社レベル、および企業グループレ
ベルの各レベルで、調整を実施する。

► 決算手続を実施する。

► 企業内外の財務サービスの利用者の要求を満たすため、所定の報告書
を作成する。

リーディング・プラクティス

人材と組織
► シェアードサービス・センターと事業部門の役割を明確に定めている。
► プロセス全体に対する事業部門の責任を明確に定めている。
方針とプロセス
► 経営管理および法令のための報告に関して、記録から報告までのプ
ロセスを統一している。

► 国別、地域別および企業グループレベルの財務チームによって、調整
のための正式なプロセスが定義されている。

データとテクノロジー
► 事業部門や企業グループの間で、データの見方が統一されている。
► 総勘定元帳と補助元帳の一貫性を確保している。
► 適切なツールを使用して、連結手続およびグループ会社間取引を管
理している。

► 決算に関する計画と作業が、適切なツール（SAPの”ランブック”機能
等）によって管理されている。

パフォーマンス管理
► 報告書類について、サービスレベルや業務レベルの合意がなされて
いる。

一般的な改善手段

► 異なる報告プロセスを統合する。

► シェアードサービス・センター、事業分野、および企業グループにおけ
る個々の役割を明確に定める。

► 複数存在するデータ・ソースを削減する。

► 報告に関する成果物を標準化する。

一般的な活動
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取引処理に関するリーディング・プラクティス

定期的または日常的な財務活動。これらの活動は、プロセスとして比較的容
易に文書化することが可能であり、また遠隔地から実施する事が可能である。

活動の定義

► 収益会計を行う。

► 給与計算を行う。
► 買掛金および経費支払に係る処理を行う。

► 固定資産を管理する。
► 税務を管理する。
► 資金運用を管理する。

► 現金を管理する。

► 負債および投資活動を管理する。
► 原価計算を管理する。

リーディング・プラクティス

人材と組織
► コストがより安い地域で業務を行う。
► グローバル、地域、国レベルで業務分担のバランスが保たれている。
方針とプロセス
► 原価および給与に係るデータ入力を、オフショア地域で行っている。
► 顧客基盤および言語の相対的な近接性を考慮して、収益会計は地域
別に行われている。

► プロセスを標準化している。また、グローバルでのオーナーシップが定
義されている。

データとテクノロジー
► グローバル・レベルで単一プラットフォームを導入している。
► 各地域および部門でのカスタマイズを最小限にしている。
► グローバル・レベルでデータ・モデルの一貫性を確保している。
► グローバルなコア・モデルが存在する。
► 統合情報システムを構築している（ERP、事業固有のシステムと会計
システムとの間のインターフェースなど）。

► グローバル・レベルのデータ・モデルの一貫性を確保している。また、
共通のマスター・データを使用している。

パフォーマンス管理
► 標準的でかつ比較可能なパフォーマンスの評価指標をグローバル・レ
ベルで適用する。

一般的な改善手段

► シェアードサービス・センターを設立/改善する。
► 各拠点の横断的な標準化を実現する。
► ITプラットフォームを標準化する。
► 下流の財務会計プロセス（仕訳作成、調整など）を移管する。

一般的な活動



まとめ
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まとめ

►経理財務部門を取り巻く環境は厳しさを増しており、より付加
価値の高い仕事を実施するようプレッシャーをかけられつつ
ある。

►経理財務部門がこのようなプレッシャーに対応していくため
には、現状の「帳簿管理」中心の業務から「ビジネス・パート
ナー」として対応できる組織体制を構築することが重要である。

►そのためのファースト・ステップとして、既存の業務の効率化
から始めていくことが考えられる。IFRSの導入は良い契機か
も知れない。
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